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串本町における学校給食に関する報告書
　学校給食は、学校において児童及び生徒の心身の健全な発達に資し、かつ食生活の改善に寄与する役割を担っている。学校給食法の第2条では、学校給食の目標として以下のことが掲げられている。

	　学校給食については、義務教育諸学校における教育の目的の実現のために、次の各号に掲げる目標の達成に努めなければならない。

　一　日常生活における食事について、正しい理解と望ましい習慣を養うこと。

　二　学校生活を豊かにし、明るい社交性を養うこと。
　三　食生活の合理化、栄養の改善及び健康の増進を図ること。

　四　食料の生産、配分及び消費について、正しい理解に導くこと。


　このような趣旨を踏まえ、串本町は去る平成17年10月に本町における学校給食についての検討を行うため、串本町学校給食検討委員会を設置して、必要な事項の審議を延べ７回開催してきた。この間、町内の自校方式による学校給食、給食共同調理場、さらには、橋本市にある高野口学校給食センターの視察を行って、議論を積み重ねてきた結果、ここに報告をとりまとめるに至った。
　

1． 学校給食の意義
　児童生徒の食生活については、社会環境の変化などに伴って外食や加工食品を食する機会が増え、カレーライスやラーメンなど好きなものを偏食したり、朝食を食べない子どもが増加する傾向にあると指摘されている。このため、カルシウムが不足して体の健やかな発育が阻害されたり、脂肪の過剰摂取による肥満傾向になるなど、新たな健康問題が生じている。
　学校給食は、栄養のバランスのとれた食事を提供するだけでなく、給食当番や配膳の後かたづけなどを通して食についての衛生管理などを直に体験して学ぶなど、教育の一環としての「食育」に関する指導の「生きた教材」として活用することのできる機能を持っている。このことによって、カルシウムの摂取など児童生徒の栄養管理や食事に対する正しい理解と望ましい食習慣の形成に寄与していくことが期待される。
　また、給食をみんなが一緒に食べることで、児童生徒と教職員の相互コミュニケーションや、児童生徒同士の心の触れ合いが深まり好ましい人間関係が育成されていくことが期待されるほか、食事のマナーを身につけ、共同・協調の精神を育む場にもなる。

　さらに、地元で採れた食材を使った伝統的な食文化への関心を高めたり、食料の生産・流通に対する理解を深めることで、食事に対する感謝の気持ちを持たせる機会にもなり、学校給食が果たす教育的な役割は極めて大きいといわれている。

2． 串本町の学校給食の取り組みと現状
　旧古座町においては、昭和４３年度に現在の場所に古座町学校給食共同調理場を建設し、昭和４４年４月から町内小中学校の給食が開始された。その後、平成１１年度に養春小学校が新築された際、校舎内に給食調理設備を整備し、平成１２年４月から自校方式での給食を開始した。また平成１３年１１月には共同調理場から西向幼稚園への給食を開始し、平成１３年度に田原小学校校舎が改修された際に自校式給食設備を整備し、平成１４年４月から田原小学校と田原中学校で親子方式の給食を開始して現在に至っている。
　旧串本町においては、これまで学校給食が実施されたことはなく、学校給食実施への特段の取り組みもなされてこなかった。
　このような中、平成１７年４月に両町が合併したことに伴い、同じ町内で給食の実施校、未実施校が併存するという事態が生じている。
3． 学校給食実施について
　前述した学校給食の意義、同一町内での学校間格差の解消、また全国ベースで学校給食の完全実施率（文部科学省学校給食実施状況調査（平成１６年５月１日））が小学校においては９８．７％、中学校においても７０．０％となっている。このような状況も踏まえ、総合的に審議した結果、実施すべきであるとの結論に達した。　

4． 学校給食の方式について
　　学校給食の方式は、大きく分けて次の３方式があり、それぞれの特徴については下記のとおりである。
　（１）センター方式

共同調理場方式ともいい、複数校の給食を一箇所のセンターで一括して調理して給食時間までに各学校へ配送する方式である。設置主体は自治体である。自校方式に比べて人件費等の経常的経費が低くなるが、デメリットとして、調理から喫食までに配送時間を確保する必要があること。児童生徒が調理場での調理過程に接することが出来ないことなどが挙げられる。
　（２）自校方式
　学校内の敷地に調理場があり、調理から喫食までの時間・距離が短い。また児童生徒が調理過程に接することの出来るメリットがある。設置主体はセンター方式と同様自治体である。デメリットとして、センター方式に比べて人件費等の経常経費が高くなることが挙げられる。
　（３）業者弁当方式

　民間業者がその所有施設で調理し、学校に給食を配送する方式である。「弁当併用」として、自宅からの弁当と「給食」としての弁当調達を自由に選択させているところもある。

　委員会では主に（１）センター方式と（２）自校方式について、それぞれの特徴を把握したうえで論議を重ねた。（３）の方式については、学校給食の意義を考慮した結果採用すべきではないとの結論になった。そして、①センター方式の方が経常的経費が抑えられること、②自校方式を選択した場合、学校数が多いことによる施設整備費や運営費が多額になること、さらに③今後の児童生徒数の動向から近い将来学校統合が加速することも予想され、自校方式の施設を整備してもすぐ使われなくなることなどを考慮し、学校給食の方式はセンター方式とすることに結論づけられた。
　尚、センター方式を採用する場合においても、各学校施設の改修工事が必須となる。学校により条件は異なるが、搬入口、リフト、空調設備、冷蔵庫等が想定される。
5． 給食センターの施設規模について
　給食センターの施設規模については、町の財政状況を勘案し、現在の対象者数に応じて想定するのではなく、今後の対象者数の動向を見極め、費用的にまた規模的に、より効率的な施設にすることを目指し協議を重ねた。そして、施設規模を１，０００食／日対応とし、小学校の給食を先行し、その後、中学校、幼稚園と順次実施していくことにした。また、橋杭小学校については、既存の串本町学校給食共同調理場から配食し対応することとする。
6． 給食センターの建設用地について
　給食センター建設用地の選定にあたって、現在候補地として挙げられるのは、学校統合により廃校となった跡地、旧和深中学校、旧赤瀬小学校、旧有田中学校があるが、給食の配送業務にかかる所要時間を考慮した場合、必ずしも適しているとはいい難く、現状、建設候補地選定の途上にある。
現在、和歌山県による串本地区急傾斜地崩壊対策事業（串本小学校近くの「西の岡」の整備事業）が、平成２１年度末の完成を目途に進められている。完成後の造成地は、串本小学校に近く、他の学校への配送に関しての地理的条件に適していること、さらに、災害時の給食センターの役割等を広く考えると候補地として検討に値する。なお、前記の候補地以外にも適切な建設用地があれば柔軟に対応するものとする。
　
7． 学校給食の実施時期について
　　学校給食の有無による教育環境の格差を是正するためには、早急な実施が求められる。具体的な実施時期については、給食センター用地の選定が前提となることから、建設用地の選定を早急に行い、用地確定後、速やかに施設整備を図り学校給食の早期実現に努めるものとする。
平成16年に食育基本法が成立し、生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育活動が全国的に推進されている。串本町でも、学校給食の完全実施によって、児童生徒への食育活動が充実され、健やかな心身の発達と豊かな人間性の涵養が図られていくことを願うものである。

